秘密保持契約書

　
社会医療法人仁愛会（以下、「甲」という）と　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下、「乙」という）は、甲乙間で開示される秘密情報（以下、「秘密情報」という）の保持について合意し、以下の通り秘密保持契約（以下、「本契約」という）を締結する。

第１条（本契約の目的）

甲及び乙は、甲乙間の取引が相互の信頼に基づくものであることを認識し、本契約に定められた各条

項を信義に則り誠実に履行し、もって甲乙間の秘密保持に努め、公正な取引関係を維持することを目的
としてその取り扱い等に関する基本条項を定める。

第２条（秘密情報の定義及び管理者の特定）
本契約において「秘密情報」とは、甲乙間において行われる業務及びこれに付帯するすべての業務全

般において使用することを目的（以下、「開示目的」という）として、媒体（専用回線による通信、フロ

ッピーディスク、印刷物、光磁気ディスク及びこれらを蓄積したコンピューターシステム等）及び手段の

如何を問わず、本契約の一方の当事者が他方の当事者に対して既に開示し又は将来において開示する以下

の各号の情報をいう。なお、「情報開示者」とは、秘密情報を開示または提供する当事者を、また「情報

受領者」とは秘密情報の開示または提供を受ける当事者を、それぞれ意味するものとする。

（１）秘密である旨を表示（英語による「Confidential」等の表示を含む）した情報

（２）情報開示者が情報受領者に対して事前に秘密である旨を明示して口頭により開示した情報

（３）情報開示者が情報受領者に対して秘密である旨を別途書面（ファクシミリ及び電子メール等を含む）

　　　により通知した情報

（４）当事者間、あるいは当事者と第三者との間における金銭の授受を含む契約条件に関する情報

（５）個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）において定義される個人情報
２．前項の定めに関わらず、以下の各号に定める情報は、秘密情報には含まれないものとする。但し、秘密

　　　情報が個人情報である場合は、本項の適用はないものとする。
（１）情報開示者から開示を受ける以前に情報受領者がすでに所有していたことを証明できる情報
（２）情報開示者から開示を受ける以前にすでに公知の情報
（３）本契約に違反することなく公知となった情報
（４）情報受領者が、開示の正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を伴わずに適法に受領した
　　　　　　情報
（５）情報受領者が独自に発見または創出した情報

３．甲及び乙は、自己の秘密情報を相手方に開示又は提供する場合は、秘密とする情報の範囲、秘密とする
期間、その秘密情報を管理する者（以下、「情報開示管理者」という）を明確に特定するものとする。なお、
既に受領した秘密情報が前項各号に該当する恐れが生じた場合は、情報受領者が情報開示管理者に対して
速やかに通知の上甲乙双方が誠実に協議し、又、秘密情報に該当するか否か不明な場合においても同様に
協議の上、この取り扱いについて判断するものとする。

４．情報開示者による秘密情報の開示は、情報受領者に対して商標権、特許権、著作権、その他の知的財産
権の使用許諾を付与するものではなく、また付与されることを意味するものではない。また、開示される
もしくは交換されるいかなる秘密情報も、相手方に対するいかなる表明、保証、保険、確約その他を意味
するものではないものとする。
第３条（秘密保持）
甲及び乙は開示された秘密情報を秘密として取り扱い、厳重に管理するとともに、開示目的以外に使
用しないものとし、情報受領者は、情報開示者の事前の書面による承諾がない限り、秘密情報を第三者
に開示、提供または漏洩してはならないものとする。但し、以下の各号の場合は、この限りではない。
（１）情報受領者の代表者、役員、従業員、顧問弁護士又は公認会計士に対して開示する場合
（２）情報受領者の責任が及ぶ法律上又は契約上に基づく代理人に対して開示する場合
（３）権限ある公的機関の要請又は命令に従って、必要な範囲で開示する場合
２．情報受領者は、秘密情報が第三者に知られ、又は無断で使用されないように、必要なあらゆる措置をと
るものとする。また、情報開示者の書面による承諾がある場合のほかは、これを業務上必要とされる限
度を超えて複写複製もしくは翻訳その他秘密を漏洩する疑いをもたれる行為をしてはならない。
３．情報受領者は、開示目的以外のために秘密情報を使用してはならない。
４．情報受領者は、下記各号のいずれかに該当する場合、直ちに秘密情報が記載・記録された書類その他一
　切の記録媒体（電磁的又は電子的媒体を含むが、これらに限定されない）及びその複製物を、情報開示
者に返却し又は情報開示者の指示に従って自らの費用で廃棄するものとする。廃棄した場合は、情報開示者へ遅滞なく廃棄証明書を提出する。
（１）情報開示者の合理的な理由に基づく請求があったとき
（２）本契約が終了したとき
第４条（守秘義務）
甲及び乙は、自己の役員及び従業員（派遣社員、契約社員、アルバイト等を含む）に対して、その在
職中及び退職後も前項の秘密情報に関する機密を保持する旨の義務を負わせるものとし、本契約の規定
を遵守させるものとする。
２．前項の役員及び従業員がこれに違反した場合は、本契約に違反したものとみなし、違反者は相手方に対
　してその責任を負うものとする。

第５条（契約の秘匿及び公表）
甲及び乙は、下記各号の場合を除いて、本契約の存在及び内容（以下、一括して「契約情報」という）

も秘密情報として取り扱うものとする。

（１）契約情報の開示につき、相手方の書面による事前承諾を得た場合
（２）契約情報を秘匿すべき法律上の義務を負っている情報受領者の代表者、顧問弁護士、公認会計士

　　　　　　又は取引先銀行に対して開示する場合
（３）情報受領者の責任が及ぶ法律上又は契約上に基づく代理人に対して開示する場合
（４）本契約に関する訴訟手続、強制執行その他の法的手続に関して契約情報を開示する場合
（５）当事者の合併又は買収に関して契約情報を開示する場合
（６）共同記者発表により契約情報を開示する場合

　　２．甲及び乙は、本契約についてプレス・リリースが必要になった場合は、その内容に関して甲乙事前に協
議し、合意した内容に限って公表するものとする。
第６条（情報漏洩時の通知義務）
甲及び乙は、開示され又は取得した秘密情報について、漏洩、窃盗、滅失、殿損、紛失等の事件又は

事故が生じた場合は、相手方に対して速やかに通知しなければならない。

２．甲及び乙は、前項の場合にその対応について協議するものとする。

第７条（損害の賠償）
本契約の一方の当事者は、故意または過失により秘密情報を第三者に漏洩し、他方当事者に対し損害

を与えた場合、その損害を賠償する責任を負う。
第８条（有効期間）
本契約の有効期間は、本契約の締結日より２年間とし、期間満了の1ケ月前までに本契約のいずれの
当事者から契約終了の意思表示の無い限り、自動的に1年間更新されるものとし、以後も同様とする。

２．前項に従い、いずれかの当事者から期間満了の通知がなされた場合、または甲乙間で本契約を中途解
約することに合意した場合、期間満了日または甲乙間で合意した中途解約日をもって、本契約は終了する
ものとする。ただし、本契約の終了後５年間は、本契約に基づく秘密保持義務はなお有効に存続するもの

　　　とする。

３．前項に拘わらず、情報開示者から特定情報の秘密保持義務の期間指定（期間延長も含む）が別途ある場
合は、情報受領者は、それに従うものとする。なお、個人情報及び情報開示者の顧客に関する情報の秘密
保持期間は無期限とする。

第９条（反社会的勢力の排除）
甲及び乙は、相互に、次の各号に定める事項を表明し保証する。

（１）自己及び自己の役員が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業・団体、総会屋、社会運動標ぼうゴ
ロ、特殊知能暴力集団等の反社会的勢力（以下、総称して「反社会的勢力」という）でないこと

（２）自己及び自己の役員が、反社会的勢力を利用しないこと
（３）自己及び自己の役員が反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供給するなど反社会的
　　　勢力の維持運営に協力し、又は関与しないこと
（４）自己及び自己の役員が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しないこと
（５）自己又は第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、脅迫的な
　　　言動をし、暴力を用いる行為、風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損
　　　し、又は相手方の業務を妨害する行為をしないこと
（６）自己の下請又は委託先業者（下請又は委託契約が数次にわたるときには、その全てを含む）が第
　　　１号乃至第５号に該当すること
第１０条（管轄裁判所）
本契約に関する一切の訴訟については、那覇地方裁判所を第一審の専属的合管轄轄裁判所とする。

第１１条（協議事項）

本契約に定めの無い事項、または本契約に関し疑義が生じた場合は、甲及び乙双方で、誠意をもって

協議のうえ円満に解決を図るものとする。

　以上、本契約締結の証として、本書２通を作成し、各当事者それぞれ１通を保有する。

　　　      　年　　月　　日

甲　　
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
乙　　
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　
